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研究要旨 本文 

2022年度の作業療法士の 3Dプリンタの活用状況と活用に至る背景の検証として実施した全

国調査において，導入する上での課題として「職場に 3Dプリンタがない」という割合が高い

ことが明らかになった．本研究では，「職場に 3Dプリンタがない」という障壁を取り除くこ

とで，利活用の状況がどのように変化するのかを確認することを目的とした．調査対象は，A

病院に所属している作業療法士とし， Webアンケートを実施した．回答者総数は 52名であっ

た．このうち，3Dプリンタの使用経験を「ある」と答えたものは 2名（3.8％）であった．作

業療法に 3Dプリンタを導入する上での課題としては，環境・制度に関するものとして，「職

場に 3Dプリンタがない」という回答数がもっとも多かった．知識・技能に関するものでは，

「3Dプリンタの使い方がわからない」であった．今回対象とした施設における 3Dプリンタの

利活用の状況や 3Dプリンタを導入する上での課題は，全国調査とほぼ同様の結果であった．

今後は，当該施設において，作業療法士がどのように 3Dプリンタを利活用していくか追跡調

査を実施する必要がある．  

 

A．研究目的 

デジタルファブリケーション（DF技術）は，デジ

タルデータをもとに創造物を製作する技術であり，

3Dプリンタもその一つである．近年では，3Dプリン

タは低価格化が進み 1），家庭でも手軽に扱えるよう

になった．その用途はモノづくりの現場に留まらず，

医療分野においても利活用が進んでおり，その範囲

は義肢・装具，自助具などの福祉用具製作にまで拡

がっている 2）．また，3Dプリンタに関する知識や技

術に関する講義が作業療法士の養成教育において取

り上げられるようになるなど 3），同分野において利

活用が期待されていることが推察される． 

しかしながら我々が実施した2022年の全国調査で

は，3Dプリンタの使用経験がある作業療法士は 4％

程度であり，作業療法士が 3Dプリンタを利活用する

ためには環境・制度上や知識・技術面での障壁があ

ることが明らかになった．さらにその調査において，

作業療法士が 3Dプリンタを活用するきっかけは「身

近に 3Dプリンタがあること」が最も影響している要

因であった． 

本研究では，作業療法士が所属する施設に 3Dプリ

ンタを設置し，作業療法士の身近に 3Dプリンタがあ

る場合，どのように利用されていくかを追跡・分析

するための予備的研究として，該当施設における作

業療法士の3Dプリンタの利活用状況を把握すること

を目的とした． 

 

B．研究方法 

3Dプリンタを保有していないリハビリテーション

施設に 3Dプリンタを設置し，当該施設に所属する作

業療法士を対象として，臨床現場での 3Dプリンタの

活用の状況や，活用における課題，導入の促進要因

を把握するためアンケート調査を実施した． 

 研究に関する説明後，同意が得られたものに回答

用の QRコードを配布し，Web上で回答をするよう依

頼した． 

 

調査内容： 

Ⅰ）基本属性について 

Ⅱ）3Dプリンタについて 



 

 

（倫理面への配慮） 

 杏林大学保健学部倫理審査委員会から承認を受け

た（承認番号 2023-61）． 

 

Ｃ．研究結果 

 回答者総数は 52名（男性 15名，女性 37）であっ

た． 

 

Ⅰ）基本属性について 

経験年数は 5年以下が 23名（44.2％）でもっとも

多く，ついで 6〜10年 15名（28.8％）が多かった

（表 1）．所属している病棟における対象者の病期

は，回復期 40名（76.9％），生活期 9名（17.3％）

であった（表 2）．自助具やスプリントを提供する

際の主な対象疾患は，脳卒中が 41名（78.8％）でも

っとも多く，ついで脊髄損傷 29名（55.8％）であっ

た（表 3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ）3Dプリンタについて 

  3Dプリンタに使用経験は「ある」2名（3.8％），

「ない」50名（96.2％）であった（表 4）．3Dプリ

ンタを個人で保有しているものは 0名であった（表

5）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3Dプリンタを使うことに関しては半数以上が「と

ても難しい」，「難しい」を選択した（表 6）．一

方で，作業療法へ役立つことがあると思うかの問い

には，半数以上が「とても思う」，「思う」を選択

した（表 7）．今後 3Dプリンタを作業療法で使いた

いかを問う質問に対しては，「とても思う」15名

（28.8％），「思う」33名（63.5％）であった（表

8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

作業療法に3Dプリンタを導入する上での課題では，

A）環境・制度に関するものとして，「職場に 3Dプ

リンタがない」が 48名（92.3％）でもっとも多かっ

た（表 9）．B）知識・技能に関するものでは，「3D

プリンタの使い方がわからない」が 47名（90.4％）

であった（表 10）．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入の条件としては，A）環境の整備では「3Dプ

リンタが身近にある」，「3Dプリンタについて指導

してくれる人が身近にいる」が同数でもっとも多か

った．B)知識や技能の獲得では，「3Dプリンタの操

作・使用方法についての実技研修会がある」，「3D

プリンタの基礎知識についての研修会や研修動画

（YouTube）などがある」の順に多かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

 本研究で調査対象とした施設における作業療法士

の 3Dプリンタ使用経験は 3.8％であった．2022年度

に実施した全国調査では作業療法士の3Dプリンタ使

用経験は 4.4％であり，当該施設の作業療法士は全

国の作業療法士と同程度の3Dプリンタの活用率であ

ることが明らかとなった． 

 3Dプリンタを使うことは難しいと捉えている割合

が多いものの，作業療法の実践に役立つことや使用

したいという希望は多くの者が感じている様子であ



 

り，導入するための受け入れ状態は良好なことが推

察された． 

 3Dプリンタ導入における障壁は，環境面において

は「職場に 3Dプリンタがないこと」，知識・技能面

においては「使い方が分からないこと」が挙げられ

た．この結果においても 2022年度の全国調査と同様

であり，職場に 3Dプリンタを設置することや使い方

を助言することが3Dプリンタを利活用するためには

重要な要因であると考えられた． 

今後は，3Dプリンタを設置した当該施設において，

「職場に3Dプリンタがない」という障壁を除いた後，

利活用の状況がどのように変化をしていくのかを追

跡調査する必要がある． 

 

Ｅ．結論 

3Dプリンタを導入した当該施設の利活用状況は全

国調査と同程度であり，3Dプリンタを導入する上で

の障壁だったことは「職場に3Dプリンタがないこと」

であった．今後は，3Dプリンタを設置した後の経時

的変化を確認する必要がある． 
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